
財政収支見通し及び財源確保目標額

（１）Ｈ２５までの財政収支見通し （単位：億円）
区 分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

一般財源 ６，７８２ ６，８００ ６，８１０
県税等 ３，６０９ ３，６８０ ３，７１０
地方交付税 １，７６７ １，８００ １，８００

歳 臨時財政対策債 ９６６ ８６０ ８３０
地方譲与税等 ４４０ ４６０ ４７０

国庫支出金 １，０８４ １，０９０ １，０９０
入 県債（臨時財政対策債を除く) ５６９ ５６０ ６１０

その他歳入 １，９６６ １，６５０ １，６４０
計 （Ａ） １０，４０１ １０，１００ １０，１５０

義務的経費 ４，９２４ ４，９８０ ５，０５０
人件費 ３，３４２ ３，３６０ ３，３６０

歳 扶助費 ２０７ ２２０ ２２０
公債費 １，３７５ １，４００ １，４７０

投資的経費 １，２５１ １，２００ １，１７０
出 補助費等 ２，５０６ ２，３９０ ２，４１０

その他歳出 １，７２０ １，６９０ １，６５０
計 （Ｂ） １０，４０１ １０，２６０ １０，２８０

歳入不足額 （Ａ－Ｂ） (△１９０) △１６０ △１３０

（注）Ｈ２３の歳入不足額欄（ ）書きは、財源確保対策を講じる前の不足額

（２）財源確保の目標額（一般財源ベース） （単位：億円）
区 分 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

歳入不足額 A △１９０ △１６０ △１３０

歳 人件費の抑制 ４１ １８ １８
出 公共投資の縮減・重点化 － １５ ５
改 事務事業の見直し ５１ ４２ ３４
革 小 計 B ９２ ７５ ５７
歳 自主財源の確保 ３０ ３０ ３０
入 特別会計等資金の活用 ８ ５ ３
確 一般財源基金取崩額 － － －

保 小 計 C ３８ ３５ ３３

財源確保額 B＋C D １３０ １１０ ９０

財源不足額 A＋D E △６０ △５０ △４０

（注）Ｈ２３財源不足額６０億円については、緊急避難的措置として県債管理基金
から借入（繰替運用）を計上

【参考】県債残高・プライマリーバランスの推移見込 （単位：億円）
Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

県債残高 １９，４０９ １９，８７５ ２０，１５４ ２０，４０５
うち通常県債 １４，１１０ １３，７７４ １３，３６５ １２，９６７

プライマリーバランス △７５４ △２２２ △３４ ８

【参考】県債管理基金からの借入（繰替運用）の状況 （単位：億円）
Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

繰替運用額 ２００ １９０ １１０ ６０
（注）Ｈ２０～Ｈ２２の繰替運用額は３月補正で解消し、実施していない。
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本県の行財政改革の取り組み(平成６年度～２２年度)

平成２３年４月現在
１ 職員のスリム化

■一般行政部門（知事部局等）：▲１,６５２人（▲約２４．３％）
（Ｈ５）６,７９１人 → （Ｈ２２） ５,１３９人

□旧定員適正化計画期間の実績
・目標：Ｈ１０～１９の１０年間に約１，０００人を削減
・実績：Ｈ１０～１７ ▲ ８４５人(目標に対する達成率：約８５％）

Ｈ１０～１９ ▲１,０４９人（目標に対する達成率：約１０５％）
□新定員適正化計画期間の実績

・目標：Ｈ１８～２３の６年間に７５７人を削減
・実績：Ｈ１８ ▲ ７８人（目標に対する達成率：約１０％）
・実績：Ｈ１９ ▲１２６人（目標に対する達成率：約２７％）
・実績：Ｈ２０ ▲１３２人（目標に対する達成率：約４４％）
・実績：Ｈ２１ ▲１７０人（目標に対する達成率：約６７％）
・実績：Ｈ２２ ▲１２２人（目標に対する達成率：約８３％）

■教育部門：▲２，５８０人（▲約１０．１％）
（Ｈ５）２５,４６４人 → （Ｈ２２） ２２,８８４人

□旧定員適正化計画期間の実績
・目標：Ｈ１０～１９の１０年間に約１,３７０人を削減
・実績：Ｈ１０～１７ ▲１,３１９人（目標に対する達成率：約９６％）

Ｈ１０～１９ ▲１,６７７人（目標に対する達成率：約１２２％）
□新定員適正化計画期間の実績

・目標：Ｈ１８～２３の６年間に１，０６６人を削減
・実績：Ｈ１８ ▲１４７人（目標に対する達成率：約１４％）
・実績：Ｈ１９ ▲２１１人（目標に対する達成率：約３４％）
・実績：Ｈ２０ ▲２３１人（目標に対する達成率：約５５％）
・実績：Ｈ２１ ▲２７９人（目標に対する達成率：約８１％）
・実績：Ｈ２２ ▲１９２人（目標に対する達成率：約９９％）

■警察部門（警察官）：＋９１７人（＋約２４．３％）
（Ｈ５）３,７７３人 → （Ｈ２２） ４，６９０人

２ 組織のスリム化
■本庁の再編・整備 ：▲１部１局７課

（Ｈ５）８部２局８０課 →（Ｈ２２）７部１局７３課（＊会計事務局含む）

■出先機関の見直し ：▲４７所２２支所
（Ｈ５）１４４所５８支所 →（Ｈ２２）９７所３６支所

３ 人件費の抑制

■約９５１億円削減（給与カット，期末手当等削減，職員定数削減等）

○給与カット
・特別職（H11.10～H13.9）：知事，議長▲１０％，その他▲５％

（H13.11～H19.3）：知事，議長▲１０％，その他▲３～５％
（H19. 4～H23.3）：知事▲２０％，議長▲１５％，その他▲１０～１５％

（H22. 4～H23.3）：非常勤行政委員の報酬 月額報酬▲１０％

・一般職（H12. 4～H13.9）：管理職手当16%相当以上の職員▲３.５%
一般職▲２.５%

（H19.4～H21.3）：給料，期末手当，地域手当：▲３．５～５％
（H21.4～H23.3）：給料，期末手当，地域手当：▲３～５％

（管理職手当受給者のみ）



○管理職手当カット（H13.11～H19.3）：一般職▲１０％
（H19. 4～H23.3）：一般職▲１０～２０％

○退職手当支給率等の引下げ
・退職手当の支給水準の引下げ（H16.1～）：約５.５％
・特別昇給の見直し（H16.1～）：２号→１号 ・特別昇給の廃止（H17.1～）

○給料の調整額，特殊勤務手当の見直し（H17.4～）
○初任給基準の見直し（H18.4～）

４ 事務事業等の見直し等による歳出抑制

■削減額：約３,２１２億円（Ｈ６～２２当初予算額）
（一般行政施策の見直し，公共投資の縮減，内部管理経費等の節減など）

５ 歳入確保に向けた取り組み

■約７８４億円確保

○県税収入の確保（県税徴収率の向上，超過課税，核燃料等取扱税の創設等） ：約６２２億円
○受益者負担の適正化（使用料・手数料の見直し等 ：約 ８６億円
○県有未利用地の売却処分 ：約 ７６億円

※県税徴収率の向上に向け、①県税務職員の市町村への派遣や相互交流、
②タイヤロック方式による自動車の差し押さえなどを展開

６ 出資団体の統廃合、経営改善に向けた取り組み

■出資団体等の統廃合等
・H８：６２団体 → Ｈ２２：４８団体
※H11年度から出資法人以外の援助法人（社団法人）を新たに出資団体等として追加。

■単年度赤字団体数の削減：８団体
・H８：２５団体(全６２団体) → H２２：１７団体(全５３団体)

■知事・副知事の団体代表兼職団体数の削減：２２団体
・H８：２６団体 → H２２：４団体

７ 市町村への権限移譲の推進
・７６法令１,００５事務を移譲（H22.4.1）

・「まちづくり特例市」の指定
Ｈ１４年度指定：日立市，土浦市
Ｈ１５年度指定：つくば市，ひたちなか市
Ｈ１７年度指定：取手市，ひたちなか市（環境づくり分野追加）
Ｈ１８年度指定：筑西市，古河市，石岡市，常総市，神栖市
Ｈ２０年度指定：常陸太田市，笠間市，鹿嶋市
Ｈ２１年度指定：結城市,龍ケ崎市,牛久市,守谷市，那珂市,坂東市,鉾田市,

小美玉市
Ｈ２２年度指定：常総市（くらしづくり分野追加）

※特例市の水戸市を除く対象21市は全て指定済み

・「まちづくり特例市（第二期）」の指定
Ｈ２２年度指定：下妻市，高萩市，常陸大宮市，桜川市，つくばみらい市



行財政改革大綱比較（第１次～第５次）
区分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次 第 ４ 次 第 ５ 次

１名称 茨城県行政改革大綱 茨城県行財政改革大綱 茨城県第三次行財政改革大綱 第４次茨城県行財政改革大綱 第５次茨城県行財政改革大綱

２策定時期 平成７年１２月 平成１０年３月 平成１５年３月 平成１８年３月 平成２１年２月２４日
（平成１２年２月一部改定）

３推進期間 平成７年度から概ね３年間 （策定時） 平成１５年度から１７年度までの 平成１８年度から２０年度までの３年間 平成２１年度から２３年度までの３年間
平成１０年度から概ね３年間 ３年間
（改定時）
平成１０年度から概ね５年間

４背景 ・地方分権推進法の成立 ・県財政の悪化 ・地方分権の本格化 ・加速化する国の構造改革 ・第二期地方分権改革の推進，道州制の議論の活発化
（Ｈ７．５月） （景気低迷による税収の伸び悩み等） ・ＩＴ革命の進展 ・三位一体改革による地方税財政制度の ・三位一体の改革や世界的な景気後退等による地方財政へ

・県計画の策定 ・地方分権推進計画の策定 ・地域社会の活力の低下 改革 の影響の深刻化
（Ｈ７．３月） （Ｈ１０．５月） ・一段と悪化する財政状況 ・市町村合併の大幅な進展 ・地方公共団体財政健全化法等の施行

・県税収入の減少 ・職員の大量退職時代の到来 ・未曾有の危機的状況に瀕している本県財政
（平成４年度以降連続減少）

５関連国通知 H16.10.7自治事務次官通知 H9.11.14自治事務次官通知 H12.12.1閣議決定 H17.3.29総務事務次官通知 H18.8.31総務事務次官通知
等 「地方公共団体における行政改革 「地方自治・新時代に対応した地方公 「行政改革大綱」 「地方公共団体における行政改革の推進 「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指

推進のための指針」 共団体の行政改革推進のための指針」 のための新たな指針」 針」
６基本的な考 ・生活者の立場に立った行政運営 ・社会経済情勢の変化への柔軟な対応 （基本理念） （基本理念） （基本理念）

え方 （生活者重視） ・自主的・自立的な行政体制の確立 ・成果重視の活力ある県民本位の ・県民の視点に立った，質が高く，効率 ・いばらきの新たな成長・発展に向け，県民の視点に立っ
・地方分権の時代にふさわしい行 ・行財政運営の徹底した簡素効率化 県政の推進 的な県民サービスの提供 た，質が高く，効率的な県民サービスの提供

政運営（自主的・自立的） （視点） （視点） （改革の視点）
・社会情勢の変化に対応した行政 ・県民本位のサービス提供 ・限られた資源の有効活用 ・活力ある自立した「地方政府」の構築

運営（簡素効率的） ・県民，市町村との連携・協働 ・スピードとチャレンジ精神 ・行財政資源の徹底した活用
・財政危機の克服 ・さまざまな主体との連携・協働 ・多様な主体との連携・協働

・グローバルな視点で，スピーディーかつ果敢に行動
７主な内容 ○生活者の立場に立った行政運営 ○改革の視点と新たな手法 ○県民サービス改革 ○財政構造改革 ○財政構造改革

・親切な行政運営の推進（職員の ・県政情報の提供（広報広聴機能の充 ・県民サービス向上運動の推進 ・財政健全化目標 ・財政健全化目標（県債管理基金からの繰替運用削減等）
応対改善） 実） ・公共施設サポーター制度の拡充 ・人件費の抑制（職員数の削減，給与構 ・人件費の抑制（職員数の削減，給与構造改革等）

・わかりやすい行政運営の推進 ・県の役割の明確化（官民，市町村と ・電子申請システム等の整備 造改革等） ・県税徴収率の向上，県等保有土地処分推進，県有財産の
（情報提供促進） の役割分担の明確化） ・規制の廃止・緩和等 ・県税徴収率の向上・課税の適正化 有効活用，収入未済額の縮減等

・便利で迅速な行政運営の推進 ・効果的・効率的な行財政運営手法の ・県税の優遇措置等による企業誘致の促 ・緊急経済・雇用対策
（権限移譲） 確立（政策評価） ○分権改革 進

・市町村に対する関与の廃止縮減
○地方分権の時代にふさわしい行 ○財政運営の健全化 ・市町村への権限移譲 ○出資団体改革 ○出資団体改革

政運営 ・財政健全化目標の設定，財政再建プ ・再編統合等の推進 ・出資団体のあり方の抜本的見直し
・政策形成・総合調整機能の充実 ランの策定 ○県庁改革 ・経営の健全化 ・経営の健全化

（政策幹部会議の充実等） ・財政健全化を達成するための具体策 ・目標チャレンジ制度の導入 ・県関与の見直し ・県関与の見直し
・行政運営における生産性の向上 （義務的経費の抑制，事務事業の見 ・本庁，出先機関の再構築
（事務改善） 直し，公営企業の経営効率化，歳入 ・職員数の削減 ○県庁改革 ○県庁改革

・職員の能力開発等の推進（研修 の確保） ・公共事業等の事前評価制度の導 ・県民向け行政情報システムの整備・充 ・新人事評価制度の導入，新目標チャレンジ制度の全庁的
の充実） 入 実（電子申請・届出システム，電子納 推進

○行政運営体制の再編・整備 付等） ・総務事務の集約化（H23年4月全面導入）
○社会経済情勢の変化に対応した ・出先機関，教育委員会，付属機関， ○出資団体改革 ・新たな人事評価制度の導入等 ・職員キャリア形成方針の作成，管理職のリーダーシップ

行政運営 出資法人等の見直し ・団体・事業の再編統合 ・多様な人材確保（任期付職員・研究員 ・マネジメント能力の向上（管理職研修の充実，人事評
・事務事業の見直し（事務事業の ・定員・給与の見直し ・経営の健全化 制度の活用等） 価等）

見直し総点検，予算シーリング ・人材の育成（研修の充実，人事交流 ・県による財政的・人的支援の見 ・民間委託の推進 ・公立小中学校教員の業務の軽量化
の設定，民間委託の推進） の推進，庁内公募） 直し ・ＮＰＯ等との連携・協働の推進

・組織機構の見直し（本庁，出先 ・事務執行方法の改善（事務処理期間
機関，付属機関，外郭団体） の短縮，権限移譲） ○財政構造改革 ○分権改革 ○分権改革

・定員管理，給与の適正化（定員 ・行政情報化の推進（行政情報化によ ・財政健全化目標 ・権限移譲の推進 ・市町村への権限移譲の推進（「まちづくり特例市」の拡
シーリング方式の検討） る県民サービスの向上） ・公共投資の縮減，重点化 ・市町村合併のさらなる推進 充，権限移譲推進方針の策定等）

・行政運営の公正の確保，透明化 ・大規模建設事業，大規模イベン
○行政の情報化の推進 トの見直し
・計画的な情報化の推進
・ネットワーク化の推進

８数値目標 特になし ・職員数の削減 ・職員数の削減 ・職員数の削減（H17～22年度まで） ・職員数の削減（H17～23年度）
一般行政部門：約 ６６０人 一般行政部門：１，０００人 一般行政部門：５７７人 一般行政部門： ７５７人（＋１８０人）
教育部門 ：約１，７００人 教育部門 ：１，３７０人 教育部門 ：８１６人 教育部門 ：１，０６６人（＋２５０人）

・課の見直し ほか４８項目 ほか５４項目（一部改定後） ほか５５項目
１割程度削減 計５０項目 計５６項目 計５７項目

９推進事項 ８６項目 ９０項目 １２０項目 １０４項目 １１８項目（一部改定後）


